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Ⅲ - ⅰ．「『着床前診断』に関する見解」（平成 10 年 6 月 27 日）から「『着床
前診断』に関する見解の改定について（平成 22 年 6 月 26 日）」に至る経緯
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断（preimplantation genetic diagnosis: PGD）と着床前スクリーニング
































Invasive Prenatal Genetic Testing: NIPT）では、胎児の選別が問題とな





る。」と警鐘を鳴らす。7 NIPT 導入是非を巡る論議は、平成 24 年 11 月 1 日
開催第 2 回日本産婦人科学会「母体血を用いた出生前遺伝学的検査に関す


















findings）の増加である。10 平成 25 年以降導入された NIPT でも、解析度


































　平成 29 年 1 月、大阪市内の民間クリニックは、未成熟の卵子を特殊な
培養液に入れて受精できる段階まで育てた後、顕微授精させる「体外成熟
培養（in vitro maturation: IVM）」という技術を用いた生殖補助医療研究
150
の是非を「ヒト受精胚の作成を行う生殖補助医療研究に関する倫理指針」
に則って文部科学省及び厚生労働省の審議会に申請した。13 平成 29 年 7 月








（PGS）は禁止してきた（「着床前診断」に関する見解（平成 22 年 6 月））。
　平成 27 年 6 月 20 日、日本産科婦人科学会は、会告「『着床前診断』に関
する見解（平成 27 年 6 月 20 日改定）」で一定の要件の下で PGD の導入に
踏み切った。16
　日本産科婦人科学会は、PGS 禁止の立場を明確にしているが、同学会
倫理委員会は、平成 25 年 11 月 19 日着床前診断 WG を立上げ PGS の検
討に着手している。
　苛原 稔日本産科婦人科学会倫理委員会委員長は、平成 29 年 1 月 13 日
開催日本産科婦人科学会平成 28 年度第 4 回常務理事会において PGS の
実施状況について「PGS の臨床研究については、時間がかかっていたが
12 月末に準備が整い、第 1 例（習慣流産）が名古屋市立大学で仮登録が始
まった。順次進めて行きたい。」と報告する。17 更に、同委員長は、平成 29
年 1 月 13 日開催日本産科婦人科学会平成 28 年度第 5 回常務理事会におい
て PGS 特別臨床研究について「PGS 特別臨床研究はほぼ準備が整い、エ
ントリーが始まったところである。4 施設が倫理委員会を通して実施可能














見解について」（平成 18 年 2 月、以下、平成 18 年見解と略称する）におい
て着床前診断の対象に染色体転座に起因する習慣流産（反復流産も含む）
を追加した。日本産科婦人科学会は、着床前診断ワーキンググループの答
申「着床前診断に関する見解の見直しについて」（平成 22 年 2 月 3 日）を受
け、平成 22 年 6 月 26 日、「『着床前診断』に関する見解の改定について」
（以下、平成 22 年見解と略称する）及び「着床前診断の実施に関する細則」







ゲノム解析（whole genome sequencing: WGS）が技術的に可能となり、











　平成 27 年見解は、明確に PGS を除外しているにも関わらず、倫理委員




を新設する」ことを提案し、了承された。その後、平成 26 年 2 月 4 日開




「PGS に関する小委員会」の立ち上げを提案し、了承された。21 第 1 回 PGS
に関する小委員会は、平成 26 年 3 月 12 日開催された。平成 26 年 3 月
14 日開催平成 25 年度第 6 回常務理事会は、苛原 稔倫理委員会委員長よ
り、「第 1 回 PGS に関する小委員会」の開催と「今後、技術面、倫理面の
検討と、臨床研究としてどのようにやっていく必要性があるのかなどにつ
いて 1 年くらいの期間の内にまとめていきたい。」との報告受けた。22
　平成 26 年 12 月 13 日開催平成 26 年度第 3 回理事会は、倫理委員会提
案の「着床前スクリーニング（PGS）の臨床研究」の実施を承認した。23 平成







クリーニング（PGS）について」の開催を案内し、平成 27 年 2 月 7 日実施
した。24
　平成 29 年 7 月 5 日、日本産科婦人科学会は、倫理委員会内に「PGT-A 
に関する WG（小委員会）」を立上げ、更に一歩進め異数性に関する着床前









する。同報告によれば、当該年度中の PGD 申請件数 549 件で承認 484
件、非承認 9 件、審査対象外 30 件、その他 26 件である。PGD に関する
2005 年度から 2015 年度のデータとして、実施件数 913 件、検査胚数 3971
件中、罹患胚数 2056 件、非罹患胚数 1699 件、移植胚数 858 件、妊娠胚数
201 件である。妊婦の転帰データは、妊娠例数 201 件、総胎児数 208 件、
流産児数 41 件、新生児数 101 件である。PGD 検査は、遺伝性疾患と習慣
流産を対象とする。遺伝性疾患のデータは、実施件数 164 件、検査胚数
1024 件中、罹患胚数 506 件、非罹患胚数 397 件、移植胚数 289 件、妊娠
胚数 33 件である。習慣流産のデータは、実施件数 729 件、検査胚数 2947
件中、罹患胚数 1550 件、非罹患胚数 1302 件、移植胚数 569 件、妊娠胚数
168 件である。26 データの詳細は、【資料編】2 に掲記する。
　なお、2015 年度の体外受精・胚移植は、日本産科婦人科学会登録・調
査小委員会で認定された 605 施設で実施され、先天異常児 1087 件を含む
154




新鮮胚（卵）を用いた治療 249,411 10,390 227,822
体外受精を用いた治療 93,614 4,629 125,194
顕微鏡を用いた治療 155,797 5,761 102,628
凍結胚（卵）を用いた治療＊ 174,740 40,611 254,805
合　計 424,151 51,001 482,627
＊凍結融解胚を用いた治療成績と凍結融解未受精卵を用いた治療成績の合計






















　シカゴの GRI（Reproductive Genetic Institute）は、2001 年 6 月段階で












法的根本問題についての議論が重ねられた。33 ギュンターは、「この 10 年
ほどの間に生じている出生前診断の方法ならびに胎生学の革命的な進展
は、一面、胎児医療という第 1 の可能性により、他面、人類遺伝学の進展








主体の乖離という 3 つの乖離状況が含まれている。」と指摘する。35 着床前
遺伝学的診断にも同様の乖離性が、内在している。
　PGD の問題の所在は、ART の視点からの問題と優生学的視点からの問
題に端的に顕在化している。ART 技術を基盤とする PGD は、分割初期
156
胚（8 細胞期胚）から 1 〜 2 個の割球を採取し、生検で遺伝性疾患の有無を
確認して遺伝性疾患因子の無い場合に受精卵を子宮に移植する。第 1 の











　ゲノム DNA 解析で取得された遺伝情報（genetic information）は、個人
にとり一生変わらない情報（不変性）であるとともに親子や兄弟姉妹など
同一家系内で共有（共有性・継承性・遺伝性）されるものである。遺伝情












Ⅲ - ⅰ．「『着床前診断』に関する見解」（平成 10 年 6 月 27 日）から

















1997 年 9 月の第 2 回国際着床前診断シンポジウムでの 166 例の出産例で
十分といえるのか」との趣旨の質問は説得力のあるものであり、パネリス



















































　平成 16 年 2 月 3 日、大谷徹郎院長は、日本産科婦人科学会の許可を得
ないまま 3 例の着床前診断を実施していた。46 日本産科婦人科学会は、4
月 10 日、総会において大谷徹郎院長を除名処分とした。また、日本産婦
人科学会は、6 月 27 日、大谷徹郎院長を厳重注意処分とした。大谷徹郎
院長及び根津八紘院長らは、除名撤回や着床前診断に関する見解の無効確
認を求めて訴訟を開始し、平成 20 年 4 月 23 日東京高裁は原告大谷徹郎院
長及び根津八紘院長らの控訴を棄却した。






て、同年秋に本格実施するとした。47 平成 17 年 5 月 12 日、大谷徹郎院長
160
は、27 組の夫婦に着床前診断を実施し、妊娠した 11 人が年内出産の予定
であると明らかにした。48
3. 日本産科婦人科学会倫理委員会吉村𣳾典委員長は、平成 17 年 6 月 10
日開催平成 17 年度第 2 回常務理事会において日本産科婦人科学会会告













































































































































Ⅲ - ⅱ．「『着床前診断』に関する見解の改定について（平成 22 年
6 月 26 日）」から「『着床前診断』に関する見解」（平成 27 年 6 月 20
日）に至る経緯
1. 日本産科婦人科学会は、「『着床前診断』に関する見解の改定について
（平成 22 年 6 月 26 日）」作成後、倫理委員会で具体的な個別申請事例につ







































































































　平原史樹委員長の指摘する課題 1 及び 2 の指摘は、正鵠を得たものであ
る。特に、課題 2 は、臨床研究としての着床前診断では必須である。



































説明すると採卵 500 〜 700 件、子宮筋腫等の手術もしている。ART の妊
娠率 40％程度で、大分では唯一の ART 施設である。最近、40 歳以上の
170

















































































師により「『着床前診断』に関する見解の改定について（平成 22 年 6 月 26
日）」で禁止する PGS が施行されている現状が明確にされた。











































































































（平成 22 年 6 月 26 日）」検討を重ね、同見解を改定し、「『着床前診断』に













































1. 日本産科婦人科学会倫理委員会は、先に検討したように平成 24 年 2 月








　平成 25 年 11 月 19 日開催平成 25 年度第 4 回倫理委員会において苛原 
稔倫理委員会委員長は、PGD に関連する事項として「実施の是非はともか
く、PGS に関する WG を新設する」ことを提案し、了承された。72
　日本産科婦人科学会は、平成 26 年 2 月 22 日開催平成 25 年度第 4 回理
事会において苛原 稔倫理委員会委員長より平成 25 年 12 月 23 日開催の
公開シンポジウム「着床前受精卵遺伝子スクリーニング（PGS）を考える」






　平成 26 年 3 月 14 日開催平成 25 年度第 6 回常務理事会において苛原 稔






　平成 26 年 5 月 31 日開催平成 26 年度第 1 回理事会において苛原 稔倫理









　平成 26 年 11 月 14 日開催平成 26 年度第 3 回常務理事会は、苛原 稔倫




　平成 27 年 2 月 28 日開催平成 26 年度第 4 回理事会において、苛原 稔倫
理委員会委員長は、2 月 7 日（土）開催の「PGS に関する公開シンポジウ
ム」に 297 名が参加したとの報告をした。77
　平成 27 年 4 月 11 日、PGS についての倫理委員会マターの検討が進み
「PGS 特別臨床研究に関する ART 実施施設向け説明会」が実施されてい
る。78 苛原 稔倫理委員会委員長は、PGS に関する小委員会を立ち上げたに
も関わらず PGS 実施は考えていないとするが、実情は実施準備の方向性
にシフトしている。


















する審査小委員会（平原史樹委員長はじめ 10 名の委員）が 5 回開催された
ことを報告する（平成 27 年 4 月 21 日、7 月 14 日、10 月 27 日、平成 28 年 
2 月 2 日、3 月 15 日）。審査小委員会に申請された件数は、平成 28 年 2 月 
29 日現在、申請 550 例、承認 437 例（慶應義塾大学 109 例、名古屋市立大
学 24 例、セントマザー産婦人科医院 103 例、IVF 大阪クリニック 30 例、
セント・ルカ産婦人科 5 例、加藤レディスクリニック 124 例、竹内レディー
スクリニック 13 例、英ウィメンズクリニック 4 例、矢野産婦人科 3 例、扇
町レディースクリニック 1 例、IVF なんばクリニック 16 例、札幌医科大
学 5 例）、非承認 8 例、審査対象外 27 例、取り下げ 5 例、照会 21 例、保
留 2 例、審査中 50 例である。上記のうち習慣流産：申請 372 例のうち承認 
321 例、非承認 4 例、審査対象外 25 例、取り下げ 2 例、照会 18 例、保留 
2 例であると報告する。
　PGS に関する小委員会（竹下俊行委員長はじめ 11 名の委員）が 2 回開
催されたことを報告する（平成 27 年 9 月 1 日、11 月 10 日）。なお、平
成 27 年 4 月 11 日の学術講演会会期中に、PGS 特別臨床研究に関する
ART 実施希望施設を対象とした説明会を行ったことと、平成 28 年度中
にもパイロット試験を開始する予定であることを報告する。81 　
2. 平成 28 年 9 月 10 日開催平成 28 年度第 2 回理事会で、苛原 稔倫理委員




　平成 28 年 11 月 22 日開催平成 28 年度第 3 回倫理委員会で、竹下俊行
PGS に関する小委員会委員長は、PGS 臨床研究の進捗状況を報告した。83















2. 日本産科婦人科学会は、平成 28 年度事業報告書において着床前診断に
関する審査小委員会（平原史樹委員長はじめ 10 名の委員）が 5 回開催さ
れたことを報告する（平成 28 年 4 月 25 日、8 月 8 日、11 月 7 日、平成 29
年 1 月 30 日、2 月 27 日）。審査小委員会に申請された件数は、平成 29 年
2 月 28 日現在、申請 624 例、承認 528 例（慶應義塾大学 140 例、名古屋市
立大学 24 例、セントマザー産婦人科医院 103 例、IVF 大阪クリニック 34
例、セント・ルカ産婦人科 5 例、加藤レディスクリニック 155 例、竹内
レディースクリニック 23 例、英ウィメンズクリニック 4 例、矢野産婦人
科 3 例、扇町レディースクリニック 1 例、IVF なんばクリニック 25 例、
札幌医科大学 7 例、藤田保健衛生大学 3 例、おち夢クリニック名古屋 1
例）、非承認 16 例、審査対象外 27 例、取り下げ 5 例、照会 16 例、保留 2
182
例、審査中 30 例である。上記のうち（現在審査中の 30 例を除く）習慣流
産：申請 429 例のうち承認 380 例、非承認 7 例、審査対象外 25 例、取り
下げ 2 例、照会 13 例、保留 2 例である。
　PGS に関する小委員会竹下俊行委員長は、各解析施設および実施施設
よりパイロット試験の実務担当者を召集し、平成 28 年 8 月 23 日及び平成
29 年 2 月 24 日に「実務者会議」を開催し、平成 29 年 2 月より PGS 特別研
究への症例エントリーが可能となったと報告する。
　平成 28 年度事業報告書は、PGS 特別研究を実施する経緯について以下
のように報告する。



















































　平成 29 年 7 月 5 日、日本産科婦人科学会は、倫理委員会内に「PGT-A 
に関する WG（小委員会）」を立上げ、更に一歩進め異数性に関する着床前












前診断』に関する見解の改定について（平成 22 年 6 月 26 日）」において適
応対象に均衡型染色体構造異常に起因すると考えられる習慣流産（反復流
産を含む）を追加する。
　日本産科婦人科学会は、「『着床前診断』に関する見解」（平成 27 年 6 月





















































    
【資料編】


























































































































































































1）本件に関わる報告対象期間は毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。












（平成 10 年 10 月発表、会長 佐藤和雄）
（平成 11 年 7 月改定、会長 青野敏博、倫理委員会委員長 藤本征一郎）
（平成 18 年 2 月改定、理事長 武谷雄二、倫理委員会委員長 吉村𣳾典）
（平成 22 年 6 月改定、理事長 吉村𣳾典、倫理委員会委員長 嘉村敏治）
（平成 27 年 6 月 20 日改定、理事長 小西郁生、倫理委員会委員長 苛原 稔）






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































検査胚数 罹患胚数 非罹患胚数 移植胚数
2005 1 4 1 ─ ─ ─
2006 13 68 24 36 19 4
2007 31 170 78 71 47 10
2008 55 281 131 133 54 16
2009 93 332 142 181 71 16
2010 125 442 209 207 98 27
2011 143 547 299 247 126 33
2012 138 565 351 206 136 25
2013 105 525 296 219 108 23
2014 107 522 260 228 121 23
2015 102 515 265 171 78 24





検査胚数 罹患胚数 非罹患胚数 移植胚数
2005 1 4 1 0 0 0
2006 6 47 15 24 11 1
2007 11 60 19 27 20 3
2008 7 37 13 17 12 1
2009 6 30 13 15 14 0
2010 16 112 36 53 38 5
2011 26 147 96 51 39 6
2012 28 143 93 47 51 3
2013 21 120 77 43 35 5
2014 36 188 90 68 47 8
2015 26 136 53 52 22 1





検査胚数 罹患胚数 非罹患胚数 移植胚数
2005 ─ ─ ─ ─ ─ ─
2006 7 21 9 12 8 3
2007 20 110 59 44 27 7
2008 48 244 118 116 42 15
2009 87 302 129 166 57 16
2010 109 330 173 154 60 22
2011 117 400 203 196 87 27
2012 110 422 258 159 85 22
2013 84 405 219 176 73 18
2014 71 334 170 160 74 15
2015 76 379 212 119 56 23




実施年度 妊娠例数 総胎児数 流産児数 新生児数
2005 0 0 0 0
2006 4 4 2 2
2007 10 12 3 6
2008 16 16 3 11
2009 16 15 3 10
2010 27 28 2 19
2011 33 33 9 15
2012 25 28 4 19
2013 23 24 4 8
2014 23 22 6 7
2015 24 26 5 4
合計 201 208 41 101
遺伝性疾患
実施年度 妊娠例数 総胎児数 流産児数 新生児数
非無理感児 罹患児
2005 0 0 0 0 0
2006 1 1 1 0 0
2007 3 3 1 0 0
2008 1 1 0 0 0
2009 0 0 0 0 0
2010 5 5 0 2 0
2011 6 8 2 5 0
2012 3 3 0 3 0
2013 5 5 2 3 0
2014 8 6 2 4 0
2015 1 1 0 0 0
合計 33 33 8 17 0
習慣流産
実施年度 妊娠例数 総胎児数 流産児数 新生児数
2005 ─ ─ ─ ─
2006 3 3 1 2
2007 7 9 2 6
2008 15 15 3 11
2009 16 15 3 10
2010 22 23 2 17
2011 27 25 7 10
2012 22 25 4 16
2013 18 19 2 5
2014 15 16 4 3
2015 23 25 5 4
合計 168 175 33 84
＊  年度毎の施設からの報告の集計のため、妊娠の転帰が翌年度以降
になった場合には報告されない症例がある。




1 See, JoëlleVailly, The Birth of a Genetics Policy: Social Issues of New-
born Screening, ASHGATE, 2013, pp.182., Kou Sueoka, Primplanta-
tion genetic diagnosis:an update on current technologies and ethical 
considerrations,Reprod Med Biol（2016）15: 69-75., Hiroki Kurahashi, Prim-
plantation genetic diagnosis/screening by comprehensive molecular test-
ing, Reprod Med Biol（2016）15: 13-1.
2 着床前診断についての詳細な文献として、吉村𣳾典『生殖医療の未来学－生
まれてくる子のために－』、診断と治療社、2010 年、117 頁以下、特に 118
頁参照。遺伝子医療の倫理的問題に関して、島田 隆「遺伝子医療の倫理的課
題」、J Nippon Med Sch 2001: 68（5）430 頁以下、同「遺伝子医療の最近の世
界的動向」、Pharama MedicaVol. 33. No. 4（2015 年）9 頁以下参照。
3 同旨、末岡 浩・田中 守「着床前診断 / スクリーニング検査」、産科と婦人科
84 巻 1 号（2017 年）12 頁参照。
4 日比野由利『ルポ 生殖ビジネス 世界で「出産」はどう商品化されているか』、
朝日新聞出版、2015 年、212 頁参照。
5 赤子産業・遺伝子ビジネス・胎児ビジネス等について広い視点からの指摘と
して、See, Andrew Kimbrell, The Human Body Shop: the Engineering and 
Marketing of Life, Harper SanFrancisco, 1993（A・キンブレル（福岡伸一訳）
『生命に部分はない』、講談社現代選書、2017 年）。
6　 毎日新聞 2016 年 4 月 25 日朝刊参照。NIPT について、拙稿「非侵襲的出生
前遺伝学的検査についての刑事法的一考察」、武蔵野大学政治経済研究所年
報 8 号（2014 年）1 頁以下、同「検査結果の誤伝達によるクライアントの権利
侵害」、武蔵野大学政治経済研究所年報 11 号（2015 年）31 頁以下、同「障害
を理由とする人工妊娠中絶についての刑事法的一考察」、武蔵野大学政治経
済研究所年報 12 号（2016 年）1 頁以下、同「新たな医療技術・検査等の導入
に伴う倫理的問題－ NIPT Data の公表の在り方を契機に－」（『山中敬一先
生古稀記念論文集［下巻］』所収）、成文堂、2017 年、465 頁以下参照。





8 前註 6 拙稿「非侵襲的出生前遺伝学的検査についての刑事法的一考察」、武
蔵野大学政治経済研究所年報 8 号 68 頁及び 73 頁参照。
9 鈴木敏史・松本直通「疾患ゲノム解析」、産科と婦人科 84 巻 1 号（2017 年）
55 頁参照。
10 渡邊 淳『遺伝医学』、羊土社、2017 年、134 頁参照。
11 総合科学技術会議「ヒト胚の取扱いに関する基本的考え方 」（平成 16 年 7 月 23
日）参照（http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/life/haihu39/siryo5-1-1.pdf）。
12 文部科学省及び厚生労働省「ヒト受精胚の作成を行う生殖補助医療研究に関
する倫理指針」（平成 22 年 12 月 17 日）参照
 （http://www.mhlw.go.jp/general/seido/kousei/i-kenkyu/dl/9_01.pdf）。平










13 毎日新聞 2017 年 7 月 30 日朝刊参照。







学政治経済研究所年報 11 号 34 頁以下参照。わが国の着床前診断（受精卵診
断）をめぐる論争の詳細について、利光惠子『受精卵診断と出生前診断－そ
の導入をめぐる争いの現代史』、生活書院、2012 年、67 頁以下参照。
16 日産婦誌 67 巻 8 号（2015 年）1649 頁以下参照。
着床前遺伝子診断に関する刑事法的一考察
199
17 日本産科婦人科学会平成 28 年度第 4 回常務理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H28_4joumu.
pdf）。
18 日本産科婦人科学会平成 28 年度第 5 回常務理事会議事録参照
 http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H28_5joumu.pdf）。
19 http://www.jsog.or.jp/ethic chakushouzen_20110226.html
20 前掲註 16 参照（日本産科婦人科学会「『着床前診断』に関する見解（平成 27 年
6 月 20 日改定）」、日産婦誌 67 巻 8 号（2015 年）1649 頁以下参照）。
21 日本産科婦人科学会平成 25 年度第 5 回倫理委員会議事録参照
 （http://jams.med.or jp/activity/gijiroku25_05.html）。
22 平成 25 年度第 6 回常務理事会議事録参照
 （http://jams.med.or jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H25_6jyoumu.pdf）。
PGS に関する小委員会について、日産婦誌 67 巻 10 号（2015 年）2353 頁以下
参照。











至、オブザーバー：吉村𣳾典の 17 氏である。日産婦誌 69 巻 8 号（2017 年）
1589 頁参照。
26  日産婦誌 69 巻 9 号（2017 年）1916 頁以下参照。
27  「平成 28 年度倫理委員会登録・調査小委員会報告（2015 年分の体外受精・胚
移植等の臨床実施成績および 2017 年 7 月における登録施設名）」、日産婦誌
69 巻 9 号（2017 年）1841 頁以下参照。







29 伊藤道哉『生命と医療の倫理学 第 2版』、丸善出版、2013 年、108 頁参照。現
在、GRI（Reproductive Genetic Institute）にはアクセス出来ず、Reproductive
 Genetic Innovations が検査業務を実施している（http://www.rgipgd.com/）。
30 龍谷大学「遺伝子工学と生命倫理と法」研究会編『遺伝子工学時代における生
命倫理と法』、日本評論社、2003 年参照。本書は、日独共同シンポジウム





広島法学 18 巻 2 号（1994 年）（同『生殖医療と刑法』、成文堂、2010 年所収、
101 頁以下）、金 尚均「日本における着床前診断」（前註 30『遺伝子工学時代
における生命倫理と法』）468 頁以下、石川友佳子「着床前診断をめぐる法規





制について」、調査と情報第 779 号（2013 年）1 頁以下参照。
32 山中敬一『医事刑法概論Ⅰ』、成文堂、2014 年、54 頁以下参照。
33 Vgl. Hans-Ludwig Gunther und Rolf Keller（hrsg.）, Fortpflanzungsmedizin 









ける理論状況─」、法学新法 111 巻 5 ＝ 6 号（2005 年）1 頁以下（同『刑事
法学における現代的課題』、中央大学出版部、2009 年、43 頁以下所収）、石
川友佳子「着床前診断に関する一考察」（辻村みよ子監修『ジェンダー法・政
策研究叢書第 5 巻 セクシュアリティと法』、東北大学出版会、2006 年）156
頁以下、三重野雄太郎「着床前診断と刑事規制 : ドイツにおける近時の動向
を中心として」、早稲田大学大学院法研論集 143 号（2012 年）359 頁以下、同
「着床前診断の規制と運用 : ドイツの着床前診断令の分析を中心として」、早
稲田大学大学院法研論集 148 号（2013 年）229 頁以下、同「着床前診断の処
罰根拠」、鳥羽商船高等専門学校紀要 38 号（2016 年）7 頁以下参照。





77 頁以下、特に 86 頁参照。
36 百枝幹雄「生殖補助医療における倫理的問題を考える」、産科と婦人科 83 巻
3 号（2016 年）巻頭参照。
37 前註 2 吉村𣳾典『生殖医療の未来学－生まれてくる子のために－』、123 頁参
照。
38 前註 10 渡邊 淳『遺伝医学』、204 頁以下参照。なお、ゲノム情報を用いた医
療等の実用化推進タスクフォース 『ゲノム医療等の実現・発展のための具体
的方策について（意見とりまとめ）』（平成 28 年 10 月 19 日）参照 
 （http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-Daijinkanboukouseikaga
 kuka-Kouseikagakuka/0000140440.pdf）。
39 前註 3 末岡 浩・田中 守「着床前診断 / スクリーニング検査」、産科と婦人科
84 巻 1 号 12 頁参照。
40 診療・研究に関する倫理員会の答申は、平成 10 年 6 月 27 日に承認された
「着床前診断に関する見解」の解説に比して検討結果を反映して具体的であ
る。理事会内委員会「診療・研究に関する倫理委員会報告（平成 8 年度）」、
日産婦誌 49 巻 5 号（1997 年）269 頁以下参照。同委員会の構成メンバーは、
委員長：佐藤和雄、委員：大濱紘三、相良祐輔、武谷雄二、寺川直樹、西谷 
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巌、森 崇英、矢内原 巧、我妻 蕘、矢嶋 聡、廣井正彦、幹事長：落合和徳、
幹事 : 坂元秀樹の諸氏である。
41 第 1 回着床前診断に関する公開討論会の記録について、理事会内委員会「平









科婦人科学会会員 52 名、一般参加者 102 名、記者クラブ関係者 21 名、計
175 名である。
42 虎の門病院産婦人科佐藤孝道医師から吉村𣳾典及び青野敏博両パネリストへ
の質問要旨である。日産婦誌 50 巻 7 号（1998 年）440 頁以下参照。
43 第 2 回着床前診断に関する公開討論会の記録について、理事会内委員会「平
成 10 年度診療・研究に関する倫理委員会報告」、日産婦誌 50 巻 10 号（1998






（長崎大学教授）の 7 氏である。第 2 回記録は、第 1 回記録と比較して図表
等が挿入され事後的にも理解し易い記述となっている。同委員会の構成メン
バーは、委員長：藤本征一郎、委員：青野敏博、大濱紘三、加藤 紘、相良
祐輔、新屋 薫、矢内原 巧、吉村𣳾典、幹事長：落合和徳、幹事 : 苛原 稔、
奥山和彦、坂元秀樹の諸氏である。
44 日産婦誌 50 巻 10 号（1998 年）21 頁以下参照。 




46 朝日新聞及び読売新聞平成 16 年 2 月 4 日朝刊参照。大谷徹郎院長の着床前
診断についての見解について、大谷徹郎『新型「着床前診断」を知っています
か？』、海苑社、2013 年参照。
47 読売新聞平成 16 年 7 月 10 日朝刊参照。
48 毎日新聞平成 17 年 5 月 12 日朝刊参照。
49 日本産科婦人科学会平成 17 年度第 2 回常務理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/h17_02joumu.pdf ）。 
50 日本産科婦人科学会平成 17 年度第 2 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku17_02.html）。
51 着床前診断の適応に関する WG は、第 1 回平成 17 年 7 月 13 日開催、第 2
回平成 17 年 8 月 31 日開催、第 3 回平成 17 年 10 月 5 日開催、第 4 回平成
17 年 11 月 10 日開催、第 5 回平成 17 年 12 月 1 日開催する。但し、第 4 回
と第 5 回の議事録は欠如している。同 WG の構成メンバーは、委員長：大
濱紘三、委員：齋藤加代子、末岡 浩、杉浦真弓、鈴木良子、高桑好一、阪
埜浩司、久松美香、福嶋義光の 9 氏である。
52 第 1 回着床前診断の適応に関する WG 議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/pdf/PGD_01minites.pdf）。
53 第 2 回着床前診断の適応に関する WG 議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/pdf/PGD_02minites.pdf）。
54 第 3 回着床前診断の適応に関するワーキンググループ議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/pdf/PGD_03minites.pdf）。
55 「着床前診断の適応に関するワーキンググループ」答申（平成 17 年 12 月 7
日）について、日産婦誌 62 巻 4 号（2010 年）922 頁以下参照。
56 日本産科婦人科学会平成 21 年度第 4 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku21_04.html）。
57 日本産科婦人科学会平成 22 年第 1 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku22_01.html）。
58 「着床前診断」に関する見解の改定について（平成 22 年 6 月 26 日）及び着床
前診断の実施に関する細則について
 （http://www.jsog.or.jp/kaiin/html/Rinri/announce_19dec2005.html）。
59 本内規は、10 年以上前に検討された内規と紹介されている。平成 28 年 5 月
10 日開催日本産科婦人科学会平成 28 年度第 1 回倫理委員会議事録参照
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 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku28_01.html）。
60 日本産科婦人科学会平成 22 年第 2 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku22_02.html）。 
61 日本産科婦人科学会平成 22 年第 3 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku22_03.html）。
62 日本産科婦人科学会平成 22 年第 5 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku22_05.html）。
63 日本産科婦人科学会平成 23 年度第 1 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku23_01.html）。
64 日本産科婦人科学会平成 23 年度第 4 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku23_04.html）。
65 日本産科婦人科学会平成 23 年度第 2 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku23_02.html）。
66 日本産科婦人科学会平成 23 年度第 3 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku23_03.html）。
67 日本産科婦人科学会平成 26 年度第 3 回理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H26_3riji.pdf）。
68 日本産科婦人科学会平成 26 年度第 5 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku26_05.html）。
69 日本産科婦人科学会平成 27 年度第 1 回理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H27_1riji.pdf）。
70 日産婦誌 67 巻 8 号（2015 年）1652 頁以下参照。
71 前註 66 参照。
72 前註 6 拙稿「検査結果の誤伝達によるクライアントの権利侵害」、武蔵野大
学政治経済研究所年報 11 号 35 頁参照。日本産科婦人科学会平成 25 年 11 月
19 日開催平成 25 年度第 4 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku25_04.html）。
73 日本産科婦人科学会平成 25 年度第 4 回理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H25_4riji.pdf）。





75 日本産科婦人科学会平成 26 年度第 1 回理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H26_1riji.pdf）。
76 日本産科婦人科学会平成 26 年度第 3 回常務理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H26_3joumu.
pdf）。
77 日本産科婦人科学会平成 26 年度第 4 回理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H26_4riji.pdf）。
78 前註 69 日本産科婦人科学会平成 27 年度第 1 回理事会議事録参照。
79 日本産科婦人科学会平成 27 年度第 2 回理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H27_2riji.pdf）。
80 日本産科婦人科学会平成 27 年度第 2 回常務理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H27_2joumu.
pdf）。
81 日本産科婦人科学会平成 27 年度事業報告書 45 頁以下参照
 （http://www.jsog.or.jp/about_us/pdf/jigyoureport_h27.pdf）。
82 日本産科婦人科学会平成 28 年度第 2 回理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H28_2riji.pdf）。
83 日本産科婦人科学会平成 28 年度第 3 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku28_01.html）。
84 日本産科婦人科学会平成 28 年度第 5 回常務理事会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/minutes/pdf/GIJIROKU/H28_5joumu.
pdf）。
85 日本産科婦人科学会平成 28 年度第 4 回倫理委員会議事録参照
 （http://www.jsog.or.jp/activity/gijiroku28_04.html）。
86 日本産科婦人科学会平成 28 年度事業報告書 51 頁以下参照
 （http://www.jsog.or.jp/about_us/pdf/jigyoureport_h28.pdf）。
87 PGT-A に関する WG の論議は、現段階では全く不分明である。なお、PGS
に関する WG の構成員（平成 28 年 12 月 1 日現在）は、オブザーバー苛原 稔
及び平原史樹の 2 氏を除いて PGT-A に関する WG の構成員にスライドして
いる。
88 日本産科婦人科学会平成 28 年度事業報告書 52 頁以下参照
 （http://www.jsog.or.jp/about_us/pdf/jigyoureport_h28.pdf）。
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89 末岡 浩「着床前診断のいま」、医学のあゆみ 246 巻 2 号（2013 年）169 頁及び
前註 3 末岡 浩・田中 守「着床前診断／スクリーニング検査」、産科と婦人科
84 巻 1 号 12 頁参照。
90 末岡 浩「着床前診断」、産科と婦人科 83 巻 3 号（2016 年）301 頁参照。
91 前註 2 吉村泰典『生殖医療の未来学－生まれてくる子のために－』、164 頁参
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